
(単位：億円）

Ｈ２４当初
＜参考＞

Ｈ２４財源対策前 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 摘 要

県 税 1,023 1,023 1,016 1,053 1,111 ＜実質収入ベース＞国試算の経済成長見通し、税制改正の影響や県内企業の収益動向等を踏まえ推計

歳 地方法人特別譲与税 139 139 151 155 158 大都市圏への税源偏在を是正するため、H20税制改正で創設されたもの

地方交付税 1,309 1,310 1,299 1,336 1,335 ＜需要額＞H25地方財政計画等を踏まえ試算（公債費等は積上げ） ＜収入額＞県税の動向等を踏まえ推計

入 臨時財政対策債 395 395 403 390 358 H25地方財政計画等を踏まえ推計

その他 251 250 218 214 213 地方譲与税（地方法人特別譲与税を除く）、地方特例交付金を含む

歳入計 A 3,117 3,117 3,087 3,148 3,175

人件費 1,181 1,231 1,215 1,184 1,186 職員給与の臨時的減額前の額。定員適正化計画等による職員削減を反映

歳 扶助費等 430 430 443 469 499 介護保険、後期高齢者医療、自立支援給付など主なものは現行制度をベースに推計

公債費 907 907 917 935 943 H24までの県債発行実績、H25以降の発行見込みに基づき試算

出 公共・主要県単独建設 130 145 149 151 130 H26以降は、H25同額。新幹線は所要見込額（H26完成を前提）

一般行政経費等 468 468 467 477 467

歳出計 B 3,117 3,182 3,192 3,216 3,225
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財 源 不 足 の 推 移 （見込み） 平成25年2月

財源不足
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・職員数の削減、行革、シーリング、事務事業の見直し

・公債費負担の平準化

・特定目的基金の活用、他会計からの繰入れ

・国補正予算の活用

・地方交付税の充実・確保

（「地方再生対策費」の創設、別枠加算） など

１０５

地方公務員
給与費の臨
時特例によ
る減

H25の対策

・基金事業の継続等による一般財源の減、事務事業
の見直し等、H24年度2月補正への事業前倒し等の取
り組み

４５

（億円）

行革等のさらなる取組で要調
整額の圧縮に努める

８６

・新幹線貸付料の
前倒し活用等


